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要旨 

 近年，環境教育では問題解決学習の重要性が高まっているが，先行研究や先行実践では事例の量・質ともに十

分であるとは言えない状況にある．本研究では，問題解決学習や環境教育の指導，問題解決学習の全体および個

別のプロセスの実践に対して，①教員にどのような実践経験・研修経験がありどのような意識を持っているのか，

②教員の実践経験・研修経験などが意識に対しどのように関連しているかを明らかにし，教材開発や研修実施の

検討に向けての方向性を導出することを目的として，小中学校教員を対象とするアンケート調査を行った．結果，

これらの分野に関する研修経験と得意・苦手意識との関連性，「課題の設定」「整理・分析」プロセスにおける

指導の難しさと重要性が示され，こうした方向性を重視した教材開発および研修実施の必要性が明らかになった． 

 

キーワード： 小学校 中学校 教員 意識調査 問題解決学習 課題設定 

 

1. 研究の背景と問題の所在 

近年，小中学校の環境教育では SDGs（Sustainable 

Development Goals: 持続可能な開発目標）をテーマ

として，気候変動やエネルギー，カーボンニュートラ

ルといった地球環境の諸問題・諸目標に対し子どもた

ちが自分たちにできることを考える授業，いわゆる問

題解決学習や探究的な学習などの実践が行われている．

本藤（2008）が「これまで自然体験型や知識獲得型の

教育が多く実施されてきたが，消費者の主体的な行動

を促すためには，自ら考え行動する技能や態度を育成

する問題解決型の教育の充実が不可欠である」と述べ

たように，環境教育における問題解決学習の必要性は

従来から問われてきた． 

そもそも，問題解決学習の先行研究を俯瞰すると，

梶木（2021）は，文部科学省（2018）が示す「探究に

おける生徒の学習の姿」の学習モデルを援用し，高校

生を対象とした探究学習モデルを提案した．同氏は，

問題解決学習が繰り返された発展形が探究であるとい

う文部科学省（2018）の位置づけに即し，図中「①課

題の設定」～「④まとめ・表現」のサイクルを 3 度繰

り返すことによって，子どもが問題点の抽出から問題

解決に至るまでの過程を論じた． 

この「探究における生徒の学習の姿」は，高等学校

だけでなく，小中学校の総合的な学習の時間にも共通

して位置づけられている．文部科学省（2017a）・文

部科学省（2017b）は，総合的な学習の時間における

学習の在り方の一つとして前述と同じモデルを提示し

ており（図 1），「探究的な見方・考え方を働かせな

がら横断的・総合的な学習に取り組むことにより，よ

りよく課題を解決し，自己の生き方を考えていくため

の資質・能力を育成することにつながる」と記した．

このモデルは文部科学省（2008）から示されており，

直近 10 年近くで普及してきたモデルである． 

こうした記述から，図 1 の学習プロセスは高等学校

の探究学習だけでなく，小中学校の問題解決学習での

活用も想定されており，各プロセスに沿った学習をど

う進めていくかが課題となっていることが分かる． 

 

 

図 1 探究的な学習における児童の学習の姿 

文部科学省（2017a）より抜粋 

論文 
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問題解決学習に関する先行研究の中では，学習プロ

セス全体だけでなく，学習プロセス中の一部分に着目

した実践も行われている．例えば，河原井ほか

（2020）は，中学生を対象とした理科教育において探

究可能な問いを生成するプロセスに着目し，子どもが

生成した問いについて評価を行った．加えて，高橋

（2021）は，「問題の分析を行わず表層的に問題を捉

えてしまうと，その裏に隠れた本質的な問題を見落と

すことになってしまう，そのような状態で立てた解決

策は効果的でないものになりがちである」と指摘した

上で，大学生を対象とした PBL（ Project Based 

Learning）における問題発見プロセスに着目している．

また，廣嶋ほか（2021）も同様に，大学の共通教育科

目において課題設定に着目した PBL を実践し，学生の

成長を促す要因の一つに「学生がリアリティを感じ

『自分事』化できる課題を設定すること」を挙げた．

このように，問題解決学習に関する先行研究を俯瞰す

ると，問題解決学習の流れやモデルを提案するものに

加え，問題解決学習における一部のプロセス，特に問

題発見や課題設定という冒頭のプロセスに着目した学

習の実践が行われてきた．また，問題解決学習との類

似分野である調べ学習や総合学習においても，小田ほ

か（2000）が「『調べ学習の 6 つのステップ』におい

て，総合学習との関係で最も重要かつ根本的なのは学

習課題の設定を行う第 1 ステップである」と述べてい

る．なお，この 6 ステップは「課題を設定する」「情

報検索のすじ道をたてる」「情報源を見つける」「情

報を利用する」「情報をまとめて発表する」「成果と

情報活用課程全体を評価する」により構成される． 

一方，大場（2009）は，高校家庭科教員を対象とし

た課題解決型の学習に関する調査を実施した．特定県

内での限定的な調査ではあったが，教員の課題解決型

学習に対する意識や実施状況を明らかにした．また，

先述の河原井ほか（2020）は，鈴木ほか（2019）の調

査結果を引用し，「中学校理科教員は『問い』を生成

する指導について困難を感じている」と指摘した上で，

問いの生成プロセスをどのように行っていくかについ

て検討した．これらの先行研究を踏まえると，より効

果的な問題解決学習を実施していくためには，問題解

決学習の全体または一部のプロセスに対する教員の意

識調査を行った上で，学習プロセスの具体的な実施方

法を検討していくことも重要であると言える．しかし

ながら，小中学校の教員を対象とした問題解決学習の

全体および個別のプロセスに対する意識調査はまだ行

われていない． 

他方，環境教育の先行研究に目を向けると，髙瀬ほ

か（2021）は，国内先行研究における授業実践ならび

に国・都道府県発行の環境教育指導資料を調査した．

その結果，特に小学生を対象とした実践や指導事例に

おいて，問題解決学習自体の実践や問題発見過程を含

む実践が，フィールドワークや体験学習などの実践に

比べて少なく不十分であることを指摘した．しかし，

こうした環境教育における問題解決学習の不足や学習

の質的な不十分さが，学校や教員などの要因とどのよ

うに関連して起こっているか，学校現場の教員が問題

解決学習やそのプロセスに対してどのような意識を

持っているかについては示されていない．したがって，

環境教育における問題解決学習をより効果的に実施し

ていくためには，既述の先行研究・先行実践の調査に

加えて，小中学校の教員を対象とした意識調査を行い，

問題解決学習に対する教員の意識や課題を抽出する作

業が必要となるだろう．加えて，森ら(2014)の調査に

よれば，フォーマル教育，すなわち学校教育における

環境教育では，子どもが環境について主体的に考える

授業を行える人材が育っておらず，人材育成の体制も

十分でない点を明らかにしている．これを踏まえると，

環境教育における問題解決学習の実践を充実させてい

くために，具体的な指導方法や研修等を学校や教員へ

提供し，教員が問題解決学習の授業をスムーズに実践

できるような体制を構築していく必要があると考えら

れる． 

こうした背景を踏まえると，まずは小中学校におけ

る問題解決学習や環境教育の現状に対し，教員がどの

ような意識を持っているのかについて明らかにする必

要がある．さらに，問題解決学習の中でも，特にどの

ような過程に着目していくかは，実践や指導の質的な

不十分さを補っていくことにつながると考える．例え

ば，文部科学省（2017a）のモデルを参照し，「教員

が各プロセスに対してどのような意識を持っている

か」もあわせて明らかにできれば，学校現場のニーズ

にあわせた教材開発や研修実施の検討に向けて，より

具体的な方向性を導出することが期待できる． 

以上より，本研究では，問題解決学習や環境教育の

指導，問題解決学習の全体および個別のプロセスの実

践に対して，①教員にどのような実践経験・研修経験

がありどのような意識を持っているのか，②教員の実

践経験・研修経験などが意識に対しどのように関連し

ているかを明らかにし，教材開発や研修実施の検討に

向けての方向性を導出することを目的とした． 

 

2. 方法 

 

2.1. 調査対象と手続き 

前章までの議論を踏まえ，本調査の対象は，国内の

小学校・中学校に勤務する現職教員とした．媒体は

Google Form を採用し，Web 上で回答できる質問紙を

作成した．調査の実施にあたっては，国内の小中学校

の教員向け講演や教員研修等で回答を募り，92 名の

教員（公立小学校 70 名，公立中学校 22 名）から回答

を得た．
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表 1 質問群ごとの調査項目と回答選択肢 

質問群①：教員の基本情報に関する質問 

【1-1】性別（男，女，その他），【1-2】年齢層（20 代，30 代，40 代，50 代，60 代） 

【1-3】学校種（公立小学校，公立中学校，私立小学校，私立中学校，教育委員会・行政機関等） 

【1-4】勤続年数（記述式），【1-5】現在の担当学年（小学校 1 年生，小学校 2 年生，小学校 3 年生，小学校

4 年生，小学校 5 年生，小学校 6 年生，中学校 1 年生，中学校 2 年生，中学校 3 年生，担任外・管理

職，教育委員会・行政機関等） 

【1-6】これまで最も担当経験の多い学年（小学校低学年，小学校中学年，小学校高学年，中学生） 

質問群②：問題解決学習に関する質問 

【2-1】年間実施回数（年に 2単元以上，年に 1 単元程度，年に 1 回程度，ほとんど実施しない） 

【2-2】他の教員と比べて実施しているか（とてもそう思う，まあまあそう思う，あまりそう思わない，まっ

たくそう思わない） 

【2-3】教員研修の経験（5 回以上，3-4 回程度，1-2 回程度，ほとんど受けたことがない） 

【2-4】授業への得意・苦手意識（得意，どちらかと言えば得意，どちらかと言えば苦手，苦手） 

【2-5】実施した教科・科目（国語，社会，算数，理科，生活，音楽，図画工作，家庭，体育，外国語（5，6

年），特別の教科 道徳，外国語活動（3，4 年），総合的な学習の時間，特別活動） 

【2-6】実施した内容（伝統や文化に関する教育，主権者に関する教育，消費者に関する教育，法に関する教

育，知的財産に関する教育，郷土や地域に関する教育，海洋に関する教育，環境に関する教育，放射

線に関する教育，生命の尊重に関する教育，心身の健康に関する教育，食に関する教育，防災を含む

安全に関する教育，プログラミング教育） 

【2-7】小学校高学年～中学生向けの問題解決学習における各プロセスの重要順位（①課題の設定，②情報の

収集，③整理・分析，④まとめ・表現を選択肢にし，「最も重要」～「4 番目に重要」と思われるプ

ロセスをそれぞれ回答させた） 

【2-8】各プロセスの指導容易度（指導しやすいと思う，やや指導しやすいと思う，やや指導しにくいと思

う，指導しにくいと思うを選択肢にし，①課題の設定，②情報の収集，③整理・分析，④まとめ・表

現のプロセスの指導のしやすさをそれぞれ回答させた） 

質問群③：環境教育に関する質問 

【3-1】教員研修の経験（5 回以上，3-4 回程度，1-2 回程度，ほとんど受けたことがない） 

【3-2】授業への得意・苦手意識（得意，どちらかと言えば得意，どちらかと言えば苦手，苦手） 

【3-3】小学校高学年～中学生向けの環境教育・環境学習における各プロセスの重要順位（①課題の設定，②

情報の収集，③整理・分析，④まとめ・表現） 

 

2.2. 調査項目 

調査項目の設定に先立ち，中城ほか（2015）が実施

した調査を参照すると，理科教育における問題解決学

習について，「結果を考察し結論に至る」過程に着目

し，指導しやすい・しにくい場面や混乱が生じた事例

などを調査し，現状の分析を行っている．こうした調

査形態を援用し，問題解決学習や環境教育が現職の教

員にどのようにとらえられているかを明らかにできれ

ば，学校現場のニーズにあわせた教材開発や研修実施

の検討につながると考える． 

そこで，調査項目は次のように設定した．まず，項

目群としては，①教員の基本情報に関する質問，②問

題解決学習に関する質問，③環境教育に関する質問の

3 群を用意した．上表 1 にて，設定した調査項目を

「【質問番号】項目名（選択肢）」として記載する． 

なお，【1-6】は各学年の選択肢では回答しにくく

なることを考慮し，「小学校低学年」「小学校中学

年」「小学校高学年」「中学生」の 4 カテゴリーから

回答させた．また，【2-1】【2-3】の選択肢は回数を

大まかに区分するための措置であり，【2-5】【2-6】

は文部科学省（2017c）記載の教科・科目名および現

代的な諸課題に関する教科等横断的な教育内容を選択

肢として設定した．質問群②の項目は，図 1 を問題解

決学習の例として回答者に示した上で回答させた． 

 

3. 結果 

 

3.1. 実施状況と研修経験の傾向 

まずは，得られた回答のうち，【1-2】【1-6】【2-

1】【2-3】の結果を概観する．以下，問題解決学習の

プロセス：「①課題の設定」～「④まとめ・表現」は，

「各プロセス」と略記する．なお，項目【1-1】【1-

3】【1-4】【1-5】【2-2】【2-5】【2-6】は，今回の

分析においては主たる項目として扱わないこととした

ため，結果から除外した．以下，【1-2】【1-6】の結

果をそれぞれ記載する（図 2，図 3）． 
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図 2 年齢層 

 

 

図 3 最も経験した担当学年層 

 

図 2 によれば，回答者の年齢層は 20 歳代が 30.4%，

30 歳代が 37.0%，40 歳代～60 歳代をあわせると

32.6%であり，若手，中堅，ベテランとされる各年齢

層が混在する結果となった． 

図 3 によれば，これまでに最も経験した担当学年層

は，小学校低学年（第 1，2 学年）が 10.9%，小学校

中学年（第 3，4 学年）が 27.2%，小学校高学年（第 5，

6 学年）が 37.0%，中学生が 25.0%であり，こちらも

各学年層が混在する結果となった． 

次に，【2-1】【2-3】の結果を示す（図 4，図 5）． 

図 4 によれば，回答者の 84.8%が問題解決学習を年

に 1 単元以上実施していると回答したことから，先行

研究や先行実践だけでなく，学校現場においても問題

解決学習が一定程度実施されていることが分かった． 

 

 

図 4 問題解決学習の年間実施回数 

 

 

図 5 問題解決学習の研修経験 

 

図 5 によれば，回答者の 23.9%は問題解決学習に関

する教員研修の経験が無く，こうした層に向けての研

修の必要性が窺えた． 

加えて，この 2 項目の結果を用い，研修経験の有無

が問題解決学習の年間実施回数に影響を及ぼすかどう

かを確かめるため，χ2 検定を施した．途中，クロス

集計表に期待度数が 5 未満となったセルが見られたた

め，Yates の補正によるχ2値・p 値を算出した．しか

し，結果に有意差は認められなかったため，問題解決

学習の実践は研修経験の有無にかかわらず，概ね年に

1 単元以上，定期的に行われていると言える． 

 

3.2. 得意・苦手意識の分析 

次に，【2-4】の結果を示す（図 6）． 

 

 

図 6 問題解決学習の企画・実施への意識 

 

図 6 によれば，問題解決学習の授業を企画・実施す

ることが「得意」または「どちらかと言えば得意」と

回答した割合は 48.9%，「どちらかと言えば苦手」ま

たは「苦手」と回答した割合は 51.1%であり，ほぼ半

数に分かれる結果となった． 

ここで，他の質問項目の回答が問題解決学習への得

意・苦手意識の回答に関連するかどうか，問題解決学

習への得意・苦手意識の違いによって他の質問項目の

回答が異なってくるかどうかを明らかにするため，

「得意」「どちらかと言えば得意」の回答を「得意

群」，「どちらかと言えば苦手」「苦手」の回答を

「苦手群」とする尺度の変更を施し，以降の分析に使
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用することとした． 

続いて，【2-4】得意・苦手意識に対して，3.1.で

挙げた【2-3】研修経験が関連しているかどうかを検

討する．前述の手続きで【2-4】の回答を「得意群」

「苦手群」の尺度へと修正し，【2-3】を独立変数，

【2-4】を従属変数とするχ2検定を施した（表 2）． 

その結果，p 値が 0.001 未満となり有意差が認めら

れたことから，研修経験の有無が得意・苦手意識に関

連していることが示された．したがって，研修経験の

ある教員は問題解決学習の企画・実施をより得意に感

じ，研修経験のない教員はより苦手と感じる傾向にあ

ると言える． 

 

表 2 研修経験と得意・苦手意識の関連 

 研修経験あり 研修経験なし 合計 

得意 41 

91.1% 

4 

8.9% 

45 

100.0% 

苦手 29 

61.7% 

18 

38.3% 

47 

100.0% 

合計 70 

76.1% 

22 

23.9% 

92 

100.0% 

χ2(1)=10.93, ***p<0.001, Cramer's V=0.34 

 

3.3. 問題解決学習プロセスの指導容易度の分析 

次に，【2-8】各プロセスの指導容易度（以下，指

導容易度と表記）の結果について分析を行う． 

指導容易度の項目は「どちらでもない」を設置しな

い 4 件法による回答方式であったため，間隔尺度とし

てではなく，回答者ごとに順位づけを行った上で分析

に用いることとした．手続きとしては，「指導しやす

いと思う」～「指導しにくいと思う」を 4～1 点に変

換し，比較するプロセスの組み合わせごとに順位づけ

を行った．ここでは，回答者ごとに得点の大小を比べ，

順位の高いプロセスを 1 位，低いプロセスを 2 位とし

て分析に用いた．なお，比較する 2 プロセスに対し同

一の回答であった場合は，中間の 1.5 位を与えた． 

各プロセスの指導容易度に違いがあるかどうか，言

い換えれば各プロセスが得た順位に差があるかどうか

を比較するため，既述の順序尺度を用いた Friedman

検定を施した（図 7，表 3）． 

図 7 から全体の傾向として，「指導しやすいと思

う」「やや指導しやすいと思う」と回答した割合は

「②情報の収集」「④まとめ・表現」のプロセスの方

が「①課題の設定」「③整理・分析」よりも高いこと

が分かった． 

表 3 によれば，「①課題の設定」と「②情報の収

集」「④まとめ・表現」との間に，「③整理・分析」

と「②情報の収集」「④まとめ・表現」との間に，そ

れぞれ有意差が認められた．これらの結果を総合する

と，教員は②・④のプロセスよりも①・③のプロセス

に対して，より指導の難しさを感じていると言える． 

 

 

図 7 各プロセスの指導容易度 

 

表 3 各プロセスの指導容易度比較 

水準 1・2 平均順位 1 平均順位 2 χ2/p 

①課題の設定 

②情報の収集 

1.67 1.33 16.86 

*** 

①課題の設定 

③整理・分析 

1.50 1.50 0.00 

1.00 

①課題の設定 

④まとめ・表現 

1.58 1.42 4.41 

* 

②情報の収集 

③整理・分析 

1.32 1.68 21.35 

*** 

②情報の収集 

④まとめ・表現 

1.41 1.59 6.10 

* 

③整理・分析 

④まとめ・表現 

1.62 1.38 10.52 

** 

***)p<0.001, **)p<0.01, *)p<0.05, df=1, n=92 

 

表 4 得意・苦手意識と指導容易度の関連 

 得意 n1 苦手 n2 z/p 

①課題の設定 44.72 

U=1137.5 

48.20 

U=977.5 

0.67 

0.50 

②情報の収集 

 

49.56 

U=920 

43.57 

U=1195 

1.19 

0.23 

③整理・分析 37.80 

U=1449 

54.83 

U=666 

3.35 

*** 

④まとめ・表現 39.60 

U=1368 

53.11 

U=747 

2.66 

** 

***)p<0.001，**)p<0.01，n1=45，n2=47 

 

さらに，【2-8】指導容易度に対して，3.2.で述べ

た【2-4】問題解決学習への得意・苦手意識が関連し

ているかどうかを検討する．ここで，順序尺度として

設定した指導容易度と，名義尺度として設定した「得

意群」「苦手群」との比較を行うため，Mann-Whitney

の U 検定を施した（表 4）． 

正規化検定の結果，「得意群」「苦手群」における
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「③整理・分析」「④まとめ・表現」指導容易度の平

均順位に有意差が認められたことから，問題解決学習

に対する得意意識が③・④の指導のしやすさに，苦手

意識が指導のしにくさに関連していることが分かった．

また，「①課題の設定」は②・④に比べ得意群・苦手

群の双方で指導容易度が低いことから，教員の得意・

苦手意識にかかわらず，他のプロセスよりも指導の難

しさを感じている教員が多いと考えられる． 

 

3.4. 問題解決学習プロセスの重要度の分析 

最後に，【2-7】各プロセスに対する重要順位の意

識（以下，重要度と表記）の結果を記載する． 

本項目は，①課題の設定，②情報の収集，③整理・

分析，④まとめ・表現を選択肢にし，「最も重要」～

「4 番目に重要」と思われるプロセスをそれぞれ回答

させたため，まずはこれらの回答を各プロセスが得た

順位得点の形式に変換した．また，回答させた際は

「最も重要」～「4 番目に重要」と思われるプロセス

が重複しないように 4 プロセスを 4 つの重要度にそれ

ぞれ回答させる形式であったが，本分析にあたっては

重複して回答した 2 サンプルを除外し，残りの 90 サ

ンプルで分析を行うこととした． 

その上で，各プロセスの重要度に違いがあるかどう

かを比較するため，3.3.と同様，「最も重要」～「4

番目に重要」を 4 点～1 点に変換し，回答者ごとに得

点の大小を比べ，得点の高いプロセスに 1 位，低いプ

ロセスに 2 位を与えた上で，Friedman 検定を施した

（図 8，表 5）． 

図 8 から全体の傾向として，「最も重要である」と

回答した割合は「①課題の設定」「③整理・分析」の

方が「②情報の収集」「④まとめ・表現」よりも高い

ことが分かった． 

表 5 によれば，「①課題の設定」と「②情報の収

集」「③整理・分析」「④まとめ・表現」との間に，

「③整理・分析」と「②情報の収集」「④まとめ・表

現」との間に，それぞれ有意差が認められたことから，

教員は②・④のプロセスよりも①・③のプロセスに対

して，より指導の重要さを感じていると言える． 

 

 

図 8 各プロセスの重要度 

表 5 各プロセスの重要度比較 

 平均 1 平均 2 χ2/p 

①課題の設定 

②情報の収集 

1.16 1.84 42.71 

*** 

①課題の設定 

③整理・分析 

1.30 1.70 14.40 

*** 

①課題の設定 

④まとめ・表現 

1.17 1.83 40.00 

*** 

②情報の収集 

③整理・分析 

1.77 1.23 25.60 

*** 

②情報の収集 

④まとめ・表現 

1.49 1.51 0.04 

0.83 

③整理・分析 

④まとめ・表現 

1.21 1.79 30.04 

*** 

***)p<0.001, df=1, n=90 

 

さらに，【2-7】重要度に対して，3.2.で述べた

【2-4】問題解決学習への得意・苦手意識が関連して

いるかどうかを検討する．ここで，順序尺度として設

定した重要度と，名義尺度として設定した「得意群」

「苦手群」との比較を行うため，3.2.と同様，Mann-

Whitney の U 検定を施した．しかしながら，どの群間

にも有意差は認められなかったことから，得意・苦手

意識の各プロセス重要度に対する関連があるとは言え

ないことが明らかとなった．したがって，教員の得

意・苦手にかかわらず，②や④のプロセスよりも①や

③のプロセスの重要度を高く評価していると言える． 

また，【2-7】重要度に対して，3.3.で述べた【2-

8】指導容易度が関連するかを検討すべく，「指導し

やすいと思う」「やや指導しやすいと思う」を「容易

群」，残りの選択肢の回答を「難関群」とする名義尺

度へ変更し，Mann-Whitney の U 検定を施したが，有

意差は認められなかったため，特に関連があるとは言

えなかった． 

 

4. 考察 

3.1.での結果に基づくと，多くの教員が問題解決学

習を実施しているものの，一部の教員においては問題

解決学習に関する研修経験が十分に得られていないこ

とが分かった．また，3.2.での結果に基づくと，研修

経験の有無が問題解決学習への得意・苦手意識に関連

していることが分かる．このことから，問題解決学習

の授業内容や授業方法といった観点での教員研修を実

施することによって，教員の問題解決学習に対する苦

手意識の克服につながりうると考える． 

3.3.での結果に基づくと，問題解決学習の各プロセ

スのうち，「①課題の設定」「③整理・分析」は，も

う一方の 2 プロセスよりも指導しにくい傾向にあるこ

とから，これらのプロセスをどう授業に落とし込んで
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いくかが教員にとって有用な知見になると言えるだろ

う．特に，「①課題の設定」プロセスは，問題解決学

習への得意・苦手意識に関係なく容易度の得点が低い

傾向にあるため，どの教員にとっても指導の難度が相

対的に強まるプロセスであると考えられる．よって，

こうした問題解決学習における教員の指導のしやすさ

を向上していくためには，問題解決学習における「①

課題の設定」「③整理・分析」プロセスといった観点

に着目した教員研修の実施や指導方法の開発・普及が

必要と言える． 

さらに，3.4.での結果に基づくと，「①課題の設

定」「③整理・分析」のプロセスは，「②情報の収

集」「④まとめ・表現」のプロセスよりも重要度が高

いことが示されており，教員がこうしたプロセスの重

要性を認識していることが窺えた．これらの結果を総

合すると，教員は問題解決学習における「①課題の設

定」「③整理・分析」プロセスに対し，指導の難しさ

を感じつつもそれが子どもにとって重要な学習過程で

あると理解していることが考えられる．また，これら

の結果は問題解決学習の得意・苦手意識によって重要

度が変わるわけではないことを示しているため，教員

の得意・苦手意識を問わずこれらのプロセスが重要だ

と認識されていると考える． 

こうした結果を踏まえると，小中学校の教員には

「①課題の設定」「③整理・分析」のプロセスを重要

と認識し充実させたい意識がある一方で，指導のしに

くさから具体的な指導方法や授業に落とし込んで考え

にくく，結果的に効果的な指導が行われづらくなって

いるという状況も想定されうる．その結果，単にイン

ターネットで検索したことをまとめて発表するといっ

た「②情報の収集」「④まとめ・表現」を中心とする

問題解決学習にとどまってしまっている可能性もある

だろう．こうした状況に対しては，「①課題の設定」

「③整理・分析」プロセスに着目した教員研修の実施

や指導方法の開発・普及を行っていくことで，教員が

子どもに学ばせたいことを学ばせられる，子どもの学

習において重要であると思われることを効果的に指導

し学習させていくといった主旨で，問題解決学習の充

実を図っていくことができると考える． 

こうした議論を踏まえると，「①課題の設定」「③

整理・分析」のプロセスをどのように指導していくか，

どうすれば効果的な指導に昇華させられるかを追究し，

教員研修の実施や効果的な教材の開発・普及に着手し

ていくことが，問題解決学習の分野における今後の課

題となるだろう． 

 

5. 環境教育における問題解決学習の調査結果と考察 

前章までの結果および考察に付随し，質問群③「環

境教育に関する質問」の結果について分析を行う．ま

ずは，【3-1】【3-2】の結果を示す（図 9，図 10）． 

 

図 9 環境教育の研修経験 

 

 

図 10 環境教育の企画・実施への意識 

 

図 9 によれば，環境教育に関する研修を受けた経験

がない教員は半数を超えており，問題解決学習に関す

る教員研修よりも受講経験が少ないことが分かった． 

図 10 によれば，環境教育に対して苦手意識を感じ

る教員の数が問題解決学習での結果よりも多く見られ

たため，【3-2】得意・苦手意識に対して【3-1】研修

経験が関連しているかどうかを検討するべく，3.2.と

同様の方法でχ2検定を施した（表 6）． 

 

表 6 研修経験と環境教育への意識 

 研修経験あり 研修経験なし 合計 

得意 16 

64.0% 

9 

36.0% 

25 

100.0% 

苦手 23 

34.3% 

44 

65.7% 

67 

100.0% 

合計 39 

42.4% 

53 

57.6% 

92 

100.0% 

χ2(1)=6.56, *p<0.05, Cramer's V=0.27 

 

表 6 によれば，問題解決学習での結果と同様に有意

差が認められたことから，環境教育に関する研修経験

のある教員の方が，環境教育に対して得意意識を感じ

ている割合が高くなることが示された．よって，問題

解決学習と同様，教員研修の実施や指導方法の開発・

普及によって，教員の環境教育に対する苦手意識を克

服していくことにつながることが期待できるだろう． 
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最後に，【3-3】の結果を記載する．3.4.と同様の

方法で，環境教育における各プロセスの重要度に違い

があるかどうかを比較するべく，Friedman 検定を施

した（図 11，表 7）． 

図 11 から全体の傾向として，「最も重要である」

と回答した割合は「①課題の設定」のプロセスの方が，

「②情報の収集」「③整理・分析」「④まとめ・表

現」よりも高いことが分かった． 

表 7 によれば，「①課題の設定」と他プロセスすべ

てとの群間に有意差が認められたことから，環境教育

における問題解決学習においては，他のプロセスと比

較して特に「①課題の設定」を重要と認識している教

員が多いことが分かった．3.3.で示した「①課題の設

定」プロセスの指導難度を考慮すると，環境教育にお

いてはこの観点に着目した教員研修の実施や指導方法

の開発・普及が必要と言えるだろう． 

 

 

図 11 問題解決学習プロセスの重要度（環境教育） 

 

表 7 各プロセスの重要度比較（環境教育） 

 平均 1 平均 2 χ2/p 

①課題の設定 

②情報の収集 

1.20 1.80 33.24 

*** 

①課題の設定 

③整理・分析 

1.22 1.78 28.58 

*** 

①課題の設定 

④まとめ・表現 

1.13 1.87 49.33 

*** 

②情報の収集 

③整理・分析 

1.55 1.45 0.89 

0.35 

②情報の収集 

④まとめ・表現 

1.43 1.57 1.86 

0.17 

③整理・分析 

④まとめ・表現 

1.21 1.79 30.87 

*** 

***)p<0.001, df=1, n=91 

 

6. 本研究の成果と今後の課題 

調査の分析結果および考察を踏まえ，本研究では大

きく分けると 2 点の示唆が得られた． 

1 点目は，問題解決学習ならびに環境教育の教員研

修経験と問題解決学習への得意・苦手意識との関連性

である．研修を実施するだけで得意意識を増加させる

とは言えないが，教員研修の実施や指導方法の普及に

取り組み，教員が問題解決学習や環境教育に関する知

見を増やすことにより，こうした分野への苦手意識の

克服，ひいては効果的な指導の実現が期待できる． 

2 点目は，問題解決学習ならびに環境教育における

「課題の設定」「整理・分析」プロセスの指導難度と

重要性である．教員はこうしたプロセスを重要と認識

している一方，指導することに難しさを抱えている教

員も少なくないことが明らかとなった．単に調べ学習

を行って発表するといった授業にとどまらせないため

には，この 2 プロセスをどのように効果的に指導して

いくかを検討し，特に環境教育においては効果的な課

題設定ツールを開発・導入していく必要があるだろう． 

一方，本調査は小中学校教員をあわせて集計し，質

問項目も小学校高学年～中学校における問題解決学

習・環境教育を想定したものとして設計している．し

かしながら，各学校種での問題解決学習の状況や教員

の意識をより精緻に明らかにしていくためには，小学

校・中学校教員に対してそれぞれ別の調査項目を作成

し，より精緻にデータを収集していく必要があるだろ

う．この点は本研究の今後の課題とし，引き続きさら

なる調査や教材開発に向けての検討を行っていきたい． 
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